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新 旧 対 照 表 

新 旧 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

一関市 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

 一関市どぶろく特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

 一関市の区域の一部（旧藤沢町） 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１）位置と地勢 

本区域（旧藤沢町）は、岩手県の最南端に位置し、北上川の東岸、南部

北上山系に連なる西斜面の丘陵地帯にあり、南部は宮城県に接している。

区域の大きさは、東西１６．０キロメートル、南北１４．７キロメート

ル、周囲７１．７キロメートルで面積は１２３．１５平方キロメートルで

あり、町土の約６０パーセントが標高１００～４００メートルの山林で占

められた典型的な中山間地域農村地帯である。 

 

 

（２）気候 

本区域は、内陸部にありながら太平洋岸の気象状況を示しており、過去

１０年間の年間平均気温は１１．７℃、年平均降水量は１，１８４．５ 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

岩手県東磐井郡藤沢町 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

 藤沢町どぶろく特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

 岩手県東磐井郡藤沢町の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１）位置と地勢 

本町は、岩手県の最南端に位置し、北上川の東岸、南部北上山系に連な

る西斜面の丘陵地帯にあり、南部は、宮城県に接し、東西及び北部は一関

市に接している。 

町の大きさは、東西１６．０キロメートル、南北１４．７キロメートル、

周囲７１．７キロメートルで面積は１２３．１５平方キロメートルであり、

町土の約６０パーセントが標高１００～４００メートルの山林で占めら

れた典型的な中山間地域農村地帯である。 

昭和３０年４月、旧藤沢町と黄海村と八沢村と大津保村（津谷川は現一

関市室根町に合併）の４カ町村が合併し現在に至っている。 

 

（２）気候 

本町は、内陸部にありながら太平洋岸の気象状況を示しており、過去１

０年間の年間平均気温は１１．７℃、年平均降水量は１，１８４．５ 
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mm である。平均降雪期間９９日のうち実際に降雪のあった日数の平均は

２４日で降雪量の平均は１６．４ｍｍであり、比較的降水量も少なく、県

内では最も温暖な地域に属している。 

 

（３）人口 

 本区域の平成２２年１２月３１日現在の住民基本台帳人口は、９，２０

１人で平成１２年（１０，６７３人）と比較して１，４７２人（１３．８％）

減少している。 

世帯数は２，９３３世帯で、平成１２年（２，９３３世帯）と比較する

と同世帯数となっている。 

人口を年齢階層別でみると、１４歳以下の年少人口は９８７人（１０．

７％）１５～６４歳の生産年齢人口は５，１０６人（５５．５％）、６５

歳以上の老年人口は、３，１０８人（３３．８％）となっており、平成１

２年（２９．０％）と比較すると老年人口比率が４．８％上昇しており、

世帯数は横ばいに推移しているものの、特に、出生数の減少と若者の町外

への流出等人口の減少とともに少子高齢化が急激に進展している状況に

ある。 

 

（４）産業 

平成１７年の国勢調査によると、本区域の就業者数は５，２０９人で、

平成１２年（５，６１５人）と比較して４０６人（７．２％）減少してい

る。 

産業別にみると、第１次産業１，４３９人（２７．６％）、第２次産業

が１，８７２人（３５．９％）、第３次産業が１，８９７人（３６．５％）

となっている。 

本区域では、産業としての農業はもとより、農村社会を構築する多面的

mm である。平均降雪期間９９日のうち実際に降雪のあった日数の平均は

２４日で降雪量の平均は１６．４ｍｍであり、比較的降水量も少なく、県

内では最も温暖な地域に属している。 

 

（３）人口 

 本町の平成２２年１２月３１日現在の住民基本台帳人口は、９，２０１ 

人で平成１２年（１０，６７３人）と比較して１，４７２人（１３．８％） 

減少している。 

世帯数は２，９３３世帯で、平成１２年（２，９３３世帯）と比較する 

と同世帯数となっている。 

人口を年齢階層別でみると、１４歳以下の年少人口は９８７人（１０．

７％）１５～６４歳の生産年齢人口は５，１０６人（５５．５％）、６５

歳以上の老年人口は、３，１０８人（３３．８％）となっており、平成１

２年（２９．０％）と比較すると老年人口比率が４．８％上昇しており、

世帯数は横ばいに推移しているものの、特に、出生数の減少と若者の町外

への流出等人口の減少とともに少子高齢化が急激に進展している状況に

ある。 

 

（４）産業 

平成１７年の国勢調査によると、本町の就業者数は５，２０９人で、平 

成１２年（５，６１５人）と比較して４０６人（７．２％）減少している。 

産業別にみると、第１次産業１，４３９人（２７．６％）、第２次産業 

が１，８７２人（３５．９％）、第３次産業が１，８９７人（３６．５％）

となっている。 

本町では、産業としての農業はもとより、農村社会を構築する多面的機 

能を有する農業を基本産業と位置付け、基盤整備を進めながらその推進 
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機能を有する農業を基本産業と位置付け、基盤整備を進めながらその推進

を図ってきたものであるが、過疎化、高齢化の進行による後継者不足等、

農業情勢が厳しさを増す中で、産業として自立し得る農業を構築するため

国営農地開発事業等の導入による大規模な農業基盤の整備を図るととも

に、農企業の参入や経営体の法人化等、担い手の育成、支援を主要施策と

して取組んでおり、地域農業の振興はもとより雇用機会の拡大と観光資源

として交流機会の拡大に貢献している。 

また、これらの事業により整備された農地やダム等の水資源と併せ農村

が旧来から保有する伝統や文化、自然、景観を活用したグリーンツーリズ

ムを推進するとともに、地域資源を活用した特産品の開発に取組んでお

り、新たな産業の創出に繋がることを期待している。 

一方、次代を担う若者の流出をできるだけ阻止し、活力ある地域社会を

維持するため定住の重要な要素となる就労の場を確保すべく、同時に誘致

企業の立地を進めてきたところであり、現在１０社が進出し企業活動を展

開しており、農業と商工業が調和した町づくりを進めているものである。

しかしながら、農業においては、米価の大幅な下落に象徴されるように、

昨今の経済情勢を反映する中で厳しい農業情勢は続いており、また、工業

においても、リーマンショック以降、自動車関連分野や半導体関連分野に

おいて全国的な経営の悪化の中で、関連部品の製造を主とする本区域誘致

企業もこの影響を大きく受けたところである。 

商業及び観光については、長引く景気の低迷や周辺の大型店舗への流出

により、地元商店街からの客離れが進んでおり、高齢者をターゲットとし

た新たな商店街の振興策に関係機関を挙げて取組んでいるところである。

また、観光については、新たな観光牧場等の開園により、ここ数年大幅

に観光客数が増加していることから、これらと併せ、地域資源を活かした

グリーンツーリズムの一層の推進を図り、誘客数(交流人口)の拡大ととも

を図ってきたものであるが、過疎化、高齢化の進行による後継者不足等、

農業情勢が厳しさを増す中で、産業として自立し得る農業を構築するため

国営農地開発事業等の導入による大規模な農業基盤の整備を図るととも

に、農企業の参入や経営体の法人化等、担い手の育成、支援を主要施策と

して取組んでおり、地域農業の振興はもとより雇用機会の拡大と観光資源

として交流機会の拡大に貢献している。 

また、これらの事業により整備された農地やダム等の水資源と併せ農村

が旧来から保有する伝統や文化、自然、景観を活用したグリーンツーリズ

ムを推進するとともに、地域資源を活用した特産品の開発に取組んでお

り、新たな産業の創出に繋がることを期待している。 

一方、次代を担う若者の流出をできるだけ阻止し、活力ある地域社会を

維持するため定住の重要な要素となる就労の場を確保すべく、同時に誘致

企業の立地を進めてきたところであり、現在１１社が進出し企業活動を展

開しており、農業と商工業が調和した町づくりを進めているものである。 

しかしながら、農業においては、米価の大幅な下落に象徴されるように、

昨今の経済情勢を反映する中で厳しい農業情勢は続いており、また、工業

においても、リーマンショック以降、自動車関連分野や半導体関連分野に

おいて全国的な経営の悪化の中で、関連部品の製造を主とする本町誘致企

業もこの影響を大きく受けたところである。 

商業及び観光については、長引く景気の低迷や周辺の大型店舗への流出

により、地元商店街からの客離れが進んでおり、高齢者をターゲットとし

た新たな商店街の振興策に関係機関を挙げて取組んでいるところである。 

また、観光については、新たな観光牧場等の開園により、ここ数年大幅

に観光客数が増加していることから、これらと併せ、地域資源を活かした

グリーンツーリズムの一層の推進を図り、誘客数(交流人口)の拡大ととも 

に町内各方面にこの効果を波及させていく必要がある。 
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に本区域内各方面にこの効果を波及させていく必要がある。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

 本区域は、体験、滞在型による都市との交流の促進による農業・農村の活

性化を図るため、その拠点施設として、ファミリーオいわて藤沢（現在、館

ケ森高原ホテル）を平成１１年にオープンしたところである。しかしながら、

東京を中心とした関東方面の利用があるものの、そのほとんどが地域内の観

光及び隣接の観光を目的とした宿泊が多く、体験、滞在型の農村交流の推進

が今一つという現状にあった。 

本区域が目指す「藤沢型グリーンツーリズム」を推進する上では、農業・

農村体験メニューの整備とその情報発信が大きな課題であったことから、農

家等関係者で構成する「藤沢町まち・むら交流協議会」を平成１６年に立ち

上げたところであるが、交流人口拡大の成果がなかなか得られない状況とな

っていた。 

 一方、美しい自然景観と動物のふれあいを求めて、館ケ森エリアを中心に

年間３０万人もの観光客が本区域を訪れているものの、その多くは観光牧場

である館ケ森アーク牧場や岩手サファリパークなどの観光施設を見学し、短

時間で移動してしまうため、本区域は典型的な通過型の観光地となっている。

要因として、隣接県の宮城県を中心として、山形、青森などといった日帰り

可能な観光客が多いことと、周辺の大規模温泉施設等に観光客が流出してし

まっている等があげられる。 

本区域には、館ケ森エリアを中心とした観光施設のほか、「キリシタン史

跡」、「藤沢焼」或いは「モトクロス場」といった歴史、文化、モータースポ

ーツにわたる幅広い観光、集客施設もあることから、これらを融合した観光

或いは体験メニュー作りが必要であるが、都会にはない、「田舎」の文化、自

然、風景、新鮮な食べ物など、都会から訪れる観光客が大きな魅力を感じ、

 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

 本町は、体験、滞在型による都市との交流の促進による農業・農村の活性

化を図るため、その拠点施設として、ファミリーオいわて藤沢（現在、館ケ

森高原ホテル）を平成１１年にオープンしたところである。しかしながら、

東京を中心とした関東方面の利用があるものの、そのほとんどが地域内の観

光及び隣接の観光を目的とした宿泊が多く、体験、滞在型の農村交流の推進

が今一つという現状にあった。 

本町が目指す「藤沢型グリーンツーリズム」を推進する上では、農業・農

村体験メニューの整備とその情報発信が大きな課題であったことから、農家

等関係者で構成する「藤沢町まち・むら交流協議会」を平成１６年に立ち上

げたところであるが、交流人口拡大の成果がなかなか得られない状況となっ

ていた。 

 一方、美しい自然景観と動物のふれあいを求めて、館ケ森エリアを中心に

年間３０万人もの観光客が本町を訪れているものの、その多くは観光牧場で

ある館ケ森アーク牧場や岩手サファリパークなどの観光施設を見学し、短時

間で移動してしまうため、本町は典型的な通過型の観光地となっている。要

因として、隣接県の宮城県を中心として、山形、青森などといった日帰り可

能な観光客が多いことと、周辺の大規模温泉施設等に観光客が流出してしま

っている等があげられる。 

本町には、館ケ森エリアを中心とした観光施設のほか、「キリシタン史跡」、

「藤沢焼」或いは「モトクロス場」といった歴史、文化、モータースポーツ

にわたる幅広い観光、集客施設もあることから、これらを融合した観光或い

は体験メニュー作りが必要であるが、都会にはない、「田舎」の文化、自然、

風景、新鮮な食べ物など、都会から訪れる観光客が大きな魅力を感じ、 
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ゆっくり滞在したいと思わせるためにも、新たな特産品として地域の農村文

化に根ざした「どぶろく」を提供する農家民宿の開業を促進し、宿泊施設の

充実を図ることが必要である。 

 また、過疎化や高齢化が進行する中で、新たな地域資源である「どぶろく」

を起爆剤として特産品に関する情報発信はもとより、地域そのものの魅力を

広く発信する一端ともなるもので生産者及び関係機関のみならず、衰退する

農村地域の自信と誇りに繋がるものと考えており、特区制度の活用は必要不

可欠である。 

 

６ 略 

 

７ 略 

 

８ 略 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定

事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公

共団体が必要と認める事項 

 

（１） 体験プログラム等と連携した農家民宿の推進 

  略 

 

（２） 藤沢ブランドの向上に向けた取組 

「どぶろく」製造を機に現在生産されている農産物や加工品に付加価値を付

け、特産品としてのブランド力を高めて観光客等に販売する。 

また、本区域の夏の一大イベントである縄文・野焼まつりや、全国モトク

ゆっくり滞在したいと思わせるためにも、新たな特産品として地域の農村文

化に根ざした「どぶろく」を提供する農家民宿の開業を促進し、宿泊施設の

充実を図ることが必要である。 

 また、過疎化や高齢化が進行する中で、新たな地域資源である「どぶろく」

を起爆剤として特産品に関する情報発信はもとより、地域そのものの魅力を

広く発信する一端ともなるもので生産者及び関係機関のみならず、衰退する

農村地域の自信と誇りに繋がるものと考えており、特区制度の活用は必要不

可欠である。 

 

６ 略 

 

７ 略 

 

８ 略 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定

事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公

共団体が必要と認める事項 

 

（１） 体験プログラム等と連携した農家民宿の推進 

  略 

 

（２）藤沢ブランドの向上に向けた取組 

「どぶろく」製造を機に現在生産されている農産物や加工品に付加価値を付

け、特産品としてのブランド力を高めて観光客等に販売する。 

また、本町の夏の一大イベントである縄文・野焼まつりや、全国モトクロ 
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ロス選手権大会など毎年多くの観光客が訪れる祭りやイベント、東京の銀座

にある「いわて銀河プラザ」における藤沢町の物産展などにおいて、「どぶろ

く」の周知販売や地場産品の販売を行うことで、本区域における農商工業全

体の評価を高め、販路や消費拡大につなげる。 

 

別紙  

 

１ 略 

 

２ 略 

 

３ 略 

 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体 

 略 

 

（２）事業が行われる区域 

 一関市の区域の一部（旧藤沢町） 

 

（３）事業の実施期間 

 略 

 

（４）事業により実現される行為や整備される施設 

 略 

 

ス選手権大会など毎年多くの観光客が訪れる祭りやイベント、東京の銀座に

ある「いわて銀河プラザ」における藤沢町の物産展などにおいて、「どぶろく」

の周知販売や地場産品の販売を行うことで、本町における農商工業全体の評

価を高め、販路や消費拡大につなげる。 

 

別紙  

 

１ 略 

 

２ 略 

 

３ 略 

 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体 

 略 

 

（２）事業が行われる区域 

 岩手県東磐井郡藤沢町の全域 

 

（３）事業の実施期間 

 略 

 

（４）事業により実現される行為や整備される施設 

 略 

 



５ 当該規制の特例措置の内容 

当該規制の特例措置により、特区内において、農家民宿等を営む農業者

が、米（自ら生産したもの又はこれに準ずるものとして財務省令で定める

ものに限る）を原料とした「どぶろく」を製造する場合には、製造免許に

係る最低製造数量基準が適用されず、酒類製造免許を受けることが可能と

なる。 

「どぶろく」の製造は、小規模ながら農家の副収入として、経営の安定

化につながるとともに「どぶろく」と合わせて地元食材を原料とした郷土

料理を提供することにより、地産地消と都市農村交流の増加が期待でき

る。また、観光客が増え、地域の食材等への需要が増すことで、地域農産

物や加工品販売の促進が図られる。このように、滞在型観光の推進と農商

工連携による地域の活性化に取り組む上で、当該特例措置の適用は必要で

ある。 

なお、当該特定事業により酒類の製造免許を受けた場合、酒税納税義務

者として必要な申告納税や記帳義務が発生し、税務担当の検査及び調査の

対象とされる。 

市は、無免許製造を防止するために制度内容の広報周知を行うととも

に、酒税法の規定に違反しないよう指導及び支援を行うこととする。 

５ 当該規制の特例措置の内容 

当該規制の特例措置により、特区内において、農家民宿等を営む農業者

が、米（自ら生産したもの又はこれに準ずるものとして財務省令で定める

ものに限る）を原料とした「どぶろく」を製造する場合には、製造免許に

係る最低製造数量基準が適用されず、酒類製造免許を受けることが可能と

なる。 

「どぶろく」の製造は、小規模ながら農家の副収入として、経営の安定

化につながるとともに「どぶろく」と合わせて地元食材を原料とした郷土

料理を提供することにより、地産地消と都市農村交流の増加が期待でき

る。また、観光客が増え、地域の食材等への需要が増すことで、地域農産

物や加工品販売の促進が図られる。このように、滞在型観光の推進と農商

工連携による地域の活性化に取り組む上で、当該特例措置の適用は必要で

ある。 

なお、当該特定事業により酒類の製造免許を受けた場合、酒税納税義務

者として必要な申告納税や記帳義務が発生し、税務担当の検査及び調査の

対象とされる。 

町は、無免許製造を防止するために制度内容の広報周知を行うととも 

に、酒税法の規定に違反しないよう指導及び支援を行うこととする。 
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